
•防火管理・防災管理に関する講習を修
了等の一定の資格者から選任

•地震発生時の被害を想定
•家具固定等の被害軽減措置
•地震発生時の応急措置
•その他の災害時の避難誘導等

•自衛消防業務に関する講習を受講等
の一定の資格者を統括管理者とする

•業務毎に一定の要員
•管理権原が分かれている場合は共同
で設置

•防災管理業務の実施状況について１年
に１回資格者による点検・報告

大規模・高層防火対象物等
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自衛消防組織

防災管理に係る消防計画の作成届出

法改正により変わること（平成21年6月1日～）

消

防

機

関

防災管理点検報告

自衛消防組織の設置届出

防災管理者の選任届出

※防火管理者と同一の者

※防火の消防計画と一体で
作成してよい

自衛消防組織の設置（消防法第８条の
２の５） 

 特に大規模な防火対象物の管理権原者は、
自衛消防業務講習の修了者など、一定の資格
を有する者を統括管理者とする自衛消防組織
を設置 

防災管理制度（消防法第３６条） 

 特に大規模な建築物等の管理権原者は、地
震等の被害軽減のため、火災への対応と同様
に防災管理者の選任、統括防災管理、防災管
理点検を実施（防火管理制度の準用） 

自衛消防組織・防災管理制度 

※防火管理に係る消防計画と 
一体で作成してよい 

■ 対象となる防火対象物 

共同住宅（５）項ロ 
格納庫等（１３）項ロ 
倉   庫（１４）項 

以外のすべての用途で 

① 階数が１１以上の防火対象物で延べ面積が１０，０００㎡以上 
② 階数が５以上１０以下の防火対象物で延べ面積が２０，０００㎡以上 
③ 階数が４以下の防火対象物で延べ面積が５０，０００㎡以上 
④ 地下街で延べ面積が１，０００㎡以上 
※ 複合用途防火対象物については、５項ロ、１３項ロ、１４項以外の用途に供される部分の床面積の合計により算定。 
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消防計画 

※防火管理者と同一の者 

・防火管理･防災管理に関する講習を
修了等の一定の資格者から選任 

・地震発生時の被害を想定 
・家具固定等の被害軽減措置 
・地震発生時の応急措置 
・その他の災害時の避難誘導等 

・防災管理業務の実施状況について１
年に１回資格者による点検・報告 

・自衛消防業務に関する講習を受講等
の一定の資格者を統括管理者とする 
・業務毎に一定の要員 

・管理権原が分かれている場合は共同
で設置 


